業務方法書実施要領の改正の概要について

平成29年２月
　今回の公益財団法人畜産近代化リース協会業務方法書実施要領の一部改正の主な内容は次のとおりであり、その他所要の文言整理、様式の改正等を行った。

１　先端機械施設の貸付けに当たっては、一定の性能等の規格を満たしているものを対象としてきたが、現在基準を設けている３機械施設（ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝﾐﾙｶｰ、ﾊﾞﾙｸｸｰﾗｰ、搾乳ロボット）については、すでに酪農家に一般普及している機械で、当協会が特別に基準を設ける必要性がなくなっていること、また、国の補助付リース事業においても、当該機械は貸付対象となっているが、特に性能等の基準は定められていないことから、これら３機械施設の基準を削ることとした。（第１章第１の３の別記１から３まで関係）。

２　特認機械施設の貸付けの相手方（以下「借受者」という。）について、これまで全て特認借受者としてきたものを、次の主要な借受者については特認借受者とする手続をとるまでもなく借受者とすることとした（第1章第２の12関係）。
　　　　(1)　農業共済組合等又は農業協同組合等

　　　　(2)　地方公共団体、独立行政法人農畜産業振興機構又は農業協同組合等が出資者又は構成員となっている法人

　(3)　畜産の振興に関する事業を実施する一般社団法人等
　　したがって、特認機械施設の借受者は、前述の(1)から(3)まで及び特認借受者となる。
３　特認機械施設の貸付けに当たっては、あらかじめ貸付申請前に特認協議書により協議を行い、承認の上、貸付申請が行われる手順をとっているが、特認機械施設は事前に協議する必要性がなくなっている（通常の申請手続により、当該機械施設の適否は判断できる。また、平成２５年４月からは、特認機械施設について事前に農林水産省生産局長の承認を得る必要がなくなった。）ことから、特認機械施設の事前協議は行わないこととした（第1章第３、別記様式第１号（特認協議書様式）関係）。
　　なお、特認借受者については、事前に経営状況等を調査し貸付相手先として適当な者であるか審査する必要があることから、従前どおりとする。
４　「機械施設の取得に要した額（以下「取得価額」という。）」には、「機械施設の価額」と「設置工事費等のその他の経費」が含まれている。
補助付リースにおいて、これまで対象としていなかった「その他の経費」を貸付対象にする（この部分については補助率がかからない。）こととしたが、その場合は契約書に当該経費をそれぞれ明示するよう補助元から指示があったもので、これまで貸付契約書の別表１及び売買契約書の明細書において取得価額のみを記載していたものを、「機械施設の価額」と「その他の経費」をそれぞれ明示することとした。
今回、通常リースにおいても、同様に貸付契約書の別表１及び売買契約書の明細書において、「機械施設の価額」と「その他の経費」をそれぞれ明示することとするものである。（別記様式第３号（売買契約書様式）の明細書、別記様式第４号（貸付契約書様式）の別表１関係）。
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